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昭和62年度の．経済見通し

と経済運営の基本的態度
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昭和62年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

（器和
62年1月

議　　決

1　昭和61年度の我が国経済

昭和61年度の我が国経済は、個人消費、住宅投資を中心に

国内需要は緩やかに増加する一方、円高の進展等により輸出

が弱含みであること等から、鉱工業生産は基調としては停滞

傾向で推移しており、全体として景気は底固さはあるものの

その足取りは緩やかなものとなっている。また、これまでの

急速な円高の進展等により、製造業を中心に企業の業況判断

には停滞感が広がっており雇用面にも影響が及ぶなど景気の

二面性がより明瞭になっている。一方、経常収支は原油価格

の低下、円高による黒字の一時的拡大等により大幅な黒字が

続いている。

政府は、調和ある対外経済関係の形成に努めるとともに、

内需を中心とした景気の着実な拡大を図り、雇用の安定を確

保するための機動的かつきめ細かな経済運営に努めてきたと

ころである。

この結果、昭和6．1年度の国民総生産は335兆円程度、経済

成長率は名目で4．・4パーセント程度、実質で3．0パーセント

程度になる見込みであ・る。また、物価は引き続き安定した状

態で推移し、昭和61年度の卸売物価は9．7ノ尋－セント程度の
ｌ

下苧、消費者物価は0・5パ‾セント程度の上昇となる見込みが声が貰冨窪憲激、．，＿

である。　　　　　　　　　　　　　ノ償渾払出

1・＼∴醇．料．ノ



昭和62年度の経済運営の基本的態度

昭和62年度の我が国経済を取り巻く国際情勢をみると、米

国を始め先進国の景気は、原油価格の安定、物価の落ち着き、

金利の低下、技術革新の進展等を背景として、引き続き緩や

かに拡大するものと期待される。ただ、産卵昔勢は、欧州諸

国を中心に依然として厳しい状腕が続くものと予想され、保

護主義的な動きも引き続き根強い0また、発展途上国は、景

気の緩やかな拡大が期待されるものの、一部の諸国では多額

の累積債務を抱えるなど困難な状況にある0

国内的には、一昨年来のドル高修正を背景に内需主導型経

済成長への転換が期待されるもの由、この過程で生じる鉱工

業生産、雇用、地域経済へ与える影響が厳し！さを増しつつあ

る。一方、我が国財政は依然として大幅な不均衡の状態にあ

る。

以上のような情勢の下で、我が国とごしては、「1980年代経

済社会の展望と指針」において示された方向に沿って、物価

の安定を基礎としつつ、内需を中心とした景気の着実な拡大

を図り、持続的な安定成長を達成し、雇用の安定及び地域経

済の活性化を図る一方、行財政改革を引き続き着実に推進し、

また、自由貿易体制の維持・強化、調和ある対外経済関係の

形成及び世界経済括町ヒへの積極的貢献を行い、さらに⊥我

が国経済社会の中長期的な発展基盤の整備を図っていく必要

がある。

このような基本認識の下における昭和62毎度の癌済道営の

恒は淡雪　－2一　　　　（

基埠的態度は次のとおりである。
ｌ

寛一は、内需を中心とした景気の持続的拡大を図るととも

に・、雇用の安定及び地域経済の活性化を図ることである。

このため、主要国と甲協調的な経済政策の実施を推進しつ

つ円レートの安定化を図るとともに’、引き続き適切かつ機動

的な雀済運営に努める。公共事業については、事業規模の拡

大を図るものとする。住宅建設については、宅地の円滑な供

給を図りつつ、更にその促進に努める。一方、民間活力か最

大限発揮されるよう引き続き環境の整備を行い、設備投資等

積極的な民間投資の喚起を促すとともに、公共的事業分野へ

の民間活力の導入を促進する。また、地価の安定のため地価

対策の効果的かっ総合由な推進を図る。さらに、内外経済動

向及び国際通貨情勢を注視しつつ、金融政策の適切かつ機動

的な運営を図る。

また、円高等の厳しい環境変化に的碓に対応できる創意と

活力のある中小企業の育成とその経営の安定及び中小企業の

横越転換等を推進するため、中小企業対策の円滑な実施に努

める。

さらに、雇用の安定を確保するため、雇用関係給付金制度

の積極的な活用及び教育訓練、出向等を活用した円滑な労働

移動の促進を図るとともに、雇用開発を中心とする地域雇用

対策の整備、充実等の施策の推進に努め・るものとする。
ｌ

第二は、我が国が国際経済社会に占める地位にふさわしい

役割と責任を担い、自由貿易体制の維持・強化に向け率先し

′「　‾3‾



て努力するととも‘に調和ある対外経済関係の形成と世界経済

活性化への積極的貢献とを行うことである。

このため、保護貿易主義の抑止と貿易の拡大均衡を目指し、

国際協調型経済構造への変革を推進する。また、我が国市場

の積極的な開放、輸入の促進等市場アクセスの改善を推進す

るとともに引き続き特定品目に係る節度ある輸出の確保を図

る一方、金融・資本市場の自由化及び円の国際化の促進に努

める。加えて、新たな多角的貿易交渉の着実な進展に貢献す

る。また、先端技編分野等を始めとする共同技術開発、投資

交流等産業協力を積極的に促進するとともに、基礎研究分野．

における国際協力を推進する。さらに、発展途上国の経済社

会開発等に資するため、疎府開発援助の第主次中期目標の下

に経済協力の着実な拡充と効率的かつ効果的な推進を図ると

ともに、貿易、投資等を通ずる協力を促進し、累積債務国等

・に対する民間資金の還流を図る。

第三は、行財政改革を強力に推進するととである。

経済社会の変化に対応して適切な行政が行われるよぅ、今

痕とも行政の役割を見直し、鰯素化、効率化を図るべく行政

改革の推進を図る。

また、我が国の財政は、巨額の国債累積と大幅な財政赤字

により経済運営の政策選択の幅も狭まり、経済社会情勢の変

化に対応することが困難となっている。このため、昭和62年

度予算においても・、歳出の徹底した節減合理化を行うなど、

財政改革を着実に推進し、財政の対応力の回復を図る。

－　4　－

さらに、税制については、最近の社会・経済の著しい変化

と牒釆の我が国経済・財政の展望を踏まえつつ、その抜本的
ｌ

見直しを行うことが必要である。このため、昭和62年度税制

改正において、税制全般にわたる抜本的改革の一体的な実現

を図る。

・第四は、引き続き物価の安定を維持することである。

．最近の物価動向は円高及び原油価格低下の影響を厚映して、

極めて安定した推移を見せているが、物価の安定は、国民生

活安定の基礎であり、均衡のとれた経済発展の基本条件をな

すものである。この．ような観点から、通貨供給量を注視する

とともに、生活関連物資等の安定的供給の確保や価格動向の

調査・監視の強化、輸入の活用、低生産性部門及び輸入品を

含めた流通の一層の合理化の促進、競争政策ゐ推進等各般の

施策を総合的に実施する。

公共料金については、経営の徹底した合理化を前提とし、

受益者負担を原則としつつ、物価及び国民生活に及ぼす影響

を十分考慮して厳正に取り扱う。

さらに、これらに加えて、為替レート、原油価格の動向等

を注視しつつ、これまでの円高等の影響の物価への反映に引

き続き努める。

麹五は、活力ある経済社会と安全で快適な国民生活の実現

を！目指し、我が国経済社会の中長馴勺な発展基盤の整備を図

ることである。

このため、将来の我が国経済社会の活力の源泉である創造

－　5　－



的技術開発を総合的に推進するとともに、創造的知識集約化

等による産業構造の高度化、高度情報社会に向けての基盤整

備を進める。また、週休二日制の普及等労働時間の着実な短

縮に努める。また、各種規制の緩和等を通じ、民間活力の最

大限の発揮を図る。さらに、重要物資の安定供給の確保を図

る等我が国経済活動の安全確保を図る。その際、資源・エネ

ルギーについては、中長期的な需給動向を踏まえ、安全性の

確保、環境保全に留意しつつ、セキュリティ確保、経済性等

についての最適バラン・スを目指し、石油の安定供給の確保、

第8次石炭対策の推進、原子力その他の石油代替エネルギー

の開発・導入、核燃料サイクルの事翠化推進、省エネルギー

の推進等のエネルギー政策を着実に推進するとともに、レア
■

メタル等の鉱物資源の安定供給の確保等を図る。また、海上

輸送の安定的確保に努める。農業については、生産性の向上

を基本として供給力の確保を図るとと，車に、林業、水産業の

活性化を図る。加えて、地域の特性・を生かした地域経済の自

立的発展を但すとともに、国土の調和のとれた発展にも留意

しつつ、国民が豊かな居住環境を享受できるよう良質な国土

・居住空間の形成等に努める。

3　昭和62年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において、昭和62年度の経済見

通しは、おおむね次のとおりである。なお、我が国経済は民

間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環

－　6　－

（

境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これら

の数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

（1）民間最終消費支出は、物価の安定等を基礎として拡大を
ｌ

続け、前年度比5．0パーセント程度の増加を示すものと見

込まれる。民間投資は、住宅投資が前年度比8．3－パーセン

ト程度の増加を示し、また、設備投資は前年度比6．9パー

セント程度の増加となり、在庫投資は1兆8千億円程度に

なるものと見込まれる。

政府支出は、前年度比2．5パーセント程度の増加（政府

の固定資本形成は前年度比1．2パーセント程度の増加）を

示すものと見込まれる。

鉱工業生産は、前年度比2．2パーセント程度の伸びを示

すものと見込まれる。

また、就業者総数は、前年度比0．9パーセント程度増加

するものと見込まれる。
Ｉｉ

・1

（2）：物価はＪ　引き続き安定的に推移し、卸売物価は1・0パー

セント程度の上昇、消費者物価は1．・6パーセント程度の上

昇と年るものと見込まれる。

由）国際収支については、貿易収支、経常収支とも黒字幅は

かなり縮小し、それぞれ13兆2千億円程度、12兆6千億円

程度となるものと見込まれる。

（4）以上の結果、昭和62年度の国民総生産は350兆4千億円

程度となり、名目、実質成長率はそれぞれ4・6パーセント

程度、3．5‘パーセント程度になるものと見込まれる。

′ヽ　‾7‾



主．要　経　済　指　標

1．国　民　総　生　産

6 0　 年　 度

（夷　 腐 ）

6 1 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 2　 年　 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

6 1年 度 62 年 度

民 間　 最　 終　 消　 費　 支　 出

名 目 ・兆円 名 目 ・兆円 程度 名 目 ・兆 円程 度 ％程 度 ％程 度

18 6 ．0 19 3 ．8 2 0 3 ．5 4 ．2 5 ．0

民　　 間　　 住　　 宅 1 4 ．8 ・ 16 ．3 1 7 ．7 10 ．4 －　8 ．3

民　 間　 企　 業　 設　 備 5 2 ．7 5 4 ．1 ．5 7 ．9 2 ．7 6 ．9

民　 間　 在　 庫　 品　 増　 加 1 ：9 1 ．1 1 ．8 △ 4 3 ．5 6 7 ．3

政　　 府　　　 支　　　 出 5 2 ．9 5 5 ．1 5 6 ．4 4 ．1 2 ．5

最　 終　 消　 費　 支　 出 3 1 ．1 3 2 ．8
ｌ

・3 3 Ｊ9 5 ．2 3 ．3

固　 定　 資　 本　 形　 成 2 1 ．4 2 2 ．3 2 2 ．6 4 ．1 1 ．2

輸 出 と 海 外 か ら の 所 得 5 0 ．1 4 2 ．6 4 3 ．9 △ 1 5 ．0 3 ．1

（控 除 ） 輸 入 と 海 外 へ の 所 得 3 7 ．7 2 8 ．0 3 0 ．8 ‘△ 2 5 ．6 9 ．9

国　　 民　　 総　　 生　　 産 3 2 0 ．8 3 3 5 ．0
1

3 5 0 ．4 4 ．4 4 ．6

（同　 ・　 実　　　 質 ） － － － 3 ．0 3 ．5

2．労　働・置　用

60 年 度

（実　 績 ）

6 1 年 度

（実 績 見 込 み ）

6 2 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

6 1 年 度

ロ

6 2 年 度

臼ｌ

総　　　　 人　　　　 口

万人 万 人 程度 万 人‡呈度 ％程度 彩嘩度

1 2 ，1 0 5　 － 1 2 ，16 5 1 2 ．2 30 0 ．5 0 ．5

15　 才　 以　 上　 人　 口 9 ．4 9 5 9 ．6 2 0 9 ．7 4 5 1 ．3 1 ．3

労　 働　 力　 人　 口 5 ．9 7 5 6 ，0 3 5 16 ．0 8 5 1 ．0 0 ．8 ．

就 ‘業　 者　 総　 数 5 ．8 1 7 5 ，8 6 0 5 ，9 1 0 0 ．7 0 ．9

雇　 用　 者　 総　 数 4 ，3 2 8 4 ．3 9 5 4 ．46 0 1 ．5 1 ．5

（往）総人口の60年度実績値は国勢調査による10月1日の数値である。

－　8　－

3．生　産　活　動

6 1 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 2　 年　 度

（見 通 し）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増 減 率

％程 度

△　 0 ．3

％ 程度

2 ，2

農 林 ・漁 業 生 産 指 数 ・　 〝 0 ．0 △　 1．9

国 内 貨 物 輸 送 （トン＿・キ ロ）・　 〝 △　 0 ．1 0 ．2

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・キ ロ ）・　 〝 1．8 2 ．3

4．物　　　価

1

6 1 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 2　 年　 度

（見 通 し ）

ｌ
％ 程 度 形 程 度

総 合 卸 売 物 価 指 数 ・騰 落 率 △　 9 ．7 1 ．0

消 費 ・者 物 価 指 数 ・　 〝 0 ．5 1 ．6

5．国　際　収　支

60 年 度

（軍　 績 ）

61 年 度

（実績 見込 み ）

62 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

61 年 度 62 年 度

経　 軍　 収　 支

兆円 兆円程 度 兆円程度 ％程度 ％程度

12 ・1 14．3 12．6 －

貿　　 易　 収　 支 13 ．5 15．2 13．2 － －

輸　　　　　 出 39 ．8 3 3．9 3 3．7 △　 14．8 △　 0．6

輸　　　　　 入 26．2 18 ．7 20 ．5 △　 28 ．6 9．6

（備考）　以上の緒計数は、現在考えられる内外の環境の諸与件を前提とし、本文において表明さ

れている経済運営の下で想定された昭和62年度の経済の姿を示すものであり、我が国経済

は民間活動がその主体をなすものであること、・また、特に国際環境の変化には予見し難い要

素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。

一　9　－



参　考　資　料

第1表　　実　質　国．民総支　出

対 前 年 度 比 増 減 率

6 1 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 2　 年　 度

（見 通 し）

主

迂百

民 間 最 終 消 費 支 出

％程度

3．7

絡 程度

3 ．4

民　　 間　　 住　　 宅 1 2．7 7 ．1

コＣ 民　 間　 企　 業　 設 ・ 傭 5．2 6 ．6

項 政　　 府 ． 支　　 出 5．5 1．1

目
輸 出 と 海 外 か ら の 節 線 △　 3．0 △　 0 ．7

、輸 入 と 海 外 へ の 所 得 4．9 2 ．4

国 民 総 支 出 （享国 民 総 生 産 ） 3・り 3 ．5

う　 ち　 国　 内　 需　 要 4 ．4 4 ．1

第2表　　　　　　　国　　民　　所　　得

60 年 度

く実　 績 ）

6 1 年 度

（実績 見 込み ）

6 2 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

6 1 年 度 6 2 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

兆円 兆円程度 兆円程度 ％Ｉ呈度 影程度

1 7 5．2 1 8 3．7 1 9 的 1 4 ．8 4 ．5

財　　 産　　 所　　 得 2 5．0 2 4．3 2 3．7 △　 2．7 △　 2．5

企　　 業　　 所　　 得 5 4 ．2 5 6．6 5 9．9 ．4 ．3 5．9

合計 ： 国　 民　 所　 得 2 5 4 ．5　＿ 2 6 4．6 2 7 5．6 4 ．0 4．2

′
こ
ト
・
『
ニ
ナ
ナ
．
・
訂
壱
ぷ
嘉
を

第3表　国際収支（ドルベース）

60 年 度 61 年 度 62 年 度

（実　 績） （実績見込み） （見通し）

経 ；常　　 収 ‘支

ｌ

億ドル 億ドル程度 僚ドル程度

由0 軸0 770

軍 易　　 収　 支 616 940 810

（備考ナ上記の数字は・円ベースの計数を、一定の換算レートにより

碗械的にドル換算したものである。



暫
「

．
上
告
∵
；
・
十
千
五
十
〕
尋
童
苛
聖
憲
封
慧
葦
轟
費
蟄
葦
莞
患
鷺
藩
雷
管
票
宏
．
葦
畠
苺
肇
真
狩
豆
一

’昭和63年度の経済見通し
ｔ

と経癖運営の基本的態度

昭和63年1月　25　日

経　済　企　画　庁

（

喝
、

感
障
障



）

ー

ー

ー

　

ー

　

ー

　

　

　

　

ー

　

　

　

1

ｉ

凡才メガ

・欝　　　　　　　　　　　　　　－
）

昭和63年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

（器和6禁1ご25‡）
1昭和62年度の我が国経済

昭和62年度の我が国経済は、これまでの円高の進展等によ

り外需が減少するものの、個人消費が堅調に推移し、民間投

資、公的投資とも増加するなど、内需は引き続き増加してお

り、回復から拡大局面へと移行してきている。また、鉱工業

生産は増加しており、雇用情勢も総じて改善して．いる。－∵方、

経常収支は依然として水準は高いものの、輸入が製品類を中

心に増加．していること等から黒字幅が縮小している。

政府は、主要国との政策協調を推進しつつ、内需を中心と

した景錦の積極的な拡大を図るとともに、対外不均衡の是正、

調和ある対外経済関係の形成に努めるため、緊急経済対策の

着実な実施を図る等、円レートの動向をも注視しつつ、．機動

的かつきめ細かな経済運営に努めてきたところで．ある。

この結果、昭和62年度の国民総生産は348兆4千億円程度、

経済成長率は名目で4．1パーセント程度、実質で3．7パーセ

ント程度になる見込みである。また、物価は引き続き安定し

た状態で推移し、昭和62年度の卸売物価は1．7パーセント程

度の下落、消費者物価は0

込みである。　　　　∠
慧罵の上昇となる見



Ｚ　昭和63年度の経済連常の基本的態度

昭和63年度の我が国経済を取り巻く国際情勢をみると、内

外金融市場においてこのところみられた不安定な動きとその

影響を注視していく必要があるが、先進国の景気は、原油価

格の安定、物価の落ち着き、低水準の金利、技術革新の進展

等を背景として、引き続き緩やかに拡大するものと期待され
1

る。ただ、雇用時勢は、欧州諸国を中心に依然として厳しい

状況が続くものと予想され、主要国間には大きな対外不均衡

が存在し、保護主義的な動きも引き続き根‾強い。：また、発展
ｌ．

途上国は、景気の緩やかな拡大が期待されるものの、一部の

諸国では多額の累積債務を抱えるなど困難な状況にある。

国内的には、60年秋以来ゐ円高を背景に経済構造調整が着
一

実に進展しつつあるが、この過程で生じる関連事業者、雇用、

地域経済へ与える影響には依然として厳しいものがある。一

方、我が国財政は依然として大幅な不均衡の状態にある。

以上のような流動的かつ厳しい情勢の下で、1我が国経済の

景気回復2年目の局面における足取りを確実なも．のとしてい

くためには、我が国とィしては、物価の安定を基礎としつつ、

内需を中心とした景気の着実な拡大を図り、持続的な安定成

長を達成し、雇用の安定及び地域経済の活性化を図る必要が

ある。また、行財政改革を引き続き着実に推進し、さらに、

自由貿易体制の維持・強化、調和ある対外経済関係の形成及

び世界経済活性化への・繊晶頁態を行う＿方、我が国経済社

会の発展基盤の整備を図っていく必要がある。

ー　2　－

〆1

このような基本認識の下における昭和63年度の経済運営の

基本的態度は次のとおりである0その際、今後策定が予定さ

れる新しい長期経済計画で示される展望の下で、豊かさをい

かした国民生活の充実と国土全体の均衡ある発展を実現する

とともに、魂が国の活力をいかして世界に貢献していく必要

がある。

第一は、内需を中心とした景気の持続的拡大を図るととも

に、雇用の安定及び地域経済の活性化を図ることである0

このため、主要国との協調的な経済政策の実施を推進しつ

っ円レートの安定化を図るとともに－、引き続き適切かつ機動

的な経済運営に努める0公共事業については、日本電信電話

株式会社の株式売払収入の活用等により事業費の確保を図る

ものとする。住宅建設については、宅地の円滑な供給を図り

っっ、その促進に努める0一方、民間活力が最大限発揮され

るよう引き続き環境の整備を行い、設備投資等積極的な民間

投資の喚起を促すとともに、公共的事業分野への民間活力の

導入を促進する0さらに、内外経済動向及び国際通貨情勢を

注視しつつ、金融政策の適切かつ機動的な運営を図る0

また、円高等の厳しい環境変化に的確に対応できる創意と

活力のある如、企業の育成とその経営の安定及び中小企業の

構造転換等を推進するため、中小企業対策の円滑な実施に努

める。

さらに、雇用の安定を確保するため、産業・地域の実情に
°．1

即した雇用対策の整備、充実を図るとともに、厳しい雇用状
ｌ

声ｌ3‾



況におかれている高年齢者等の雇用機会の確保を図り、各種

の労働力需給の不均衡の改善に努める。

第二は・我が国が国際経済社会に占める地位にふさわしい

役割と責任を担い」自由貿易体制の維持・強化樗向け率先し

て努力するとともに調和ある対外経済関係の形成と世界経済

活性化への積極的貢献とを行うことである。

このため・保護貿易主義の抑止と貿易の拡大均衡を目指し、

国際協調型経済構造への変革を推進する0また、我が国市場

の積極的な開放、輸入の促進等市場アクセスの改善を推進す

るとともに引き続き特定品目に係る節度ある輸出の確保を図

る一方・金融・資本市場の自由化及び円の国際化の促進に努

める0加えて、ウルグアイ・ラウンド交渉の一層の進展に貢

献する0また、先端技術分野等を始めとする共同技術開発、

投資交流等産業協力を積極的に促進すると皐もに、基礎研究

分野における国際協力を推進する0さらに1・発展途上国の経

済社会開発等に資するため、政府開発援助の第三次中期目標

について極力その早期達成を図る等経済協力の拡充と効率的

かっ効果的な推進を図るとともに、賢易、投資等を通ずる協

力を促進し、累積債務国等に対する資金還流の促進を図る。

第三恥行財政改革を強力に推進することである。

経済社会の変隼に対応して適切な行政が行われるよう、今

後とも行政の役割を見直し、筒素化、効率化を図るペく行政
改革の推進を図る。

また、我が国の財政は、巨額の国債累積と大幅な財政赤字
一二　4　－
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により経済運営の政策選択の幅も狭まっている。とのため、

昭和63年度予算においても、歳出面、特に経常経費について・

徹底した節減合理化を行うなど、財政改革を強力に推進し、

財政の対応力の回復を図る。向時に、内需の拡大等内外の経

済情勢に適切に対処する。

さらに、税制については、経済の活性化に配意しつつ、長

寿・福祉社会をより確実なものとして維持していくため、所
Ｉ

得・消費・鰯産等の間七均衡がとれた安定的な税体系のあり

方につき検討を進める。

第四は、引き続き物価の安定を維持することである。

物価の安定は、国民生活安定の基礎であり、均衡のとれた

経済発展の基本条件をなすものである。このような観点から、

通貨供給量を注視するとともに、生活関連物資、建設資材等

の安定的供給の確保や価格動向の調査・監視、輸入の活用、

低生産性部門及び輸入品を含めた流通の一層の合理化の促進、

競争政策の推進等各般の施策を総合的に実施する。

公共料金については、経常の徹底した合理化を前提とし、

受益者負担を原則としつつ、物価及び国民生活に及ぼす影響

を十分考慮して厳正に取り扱う。

さらに、これらに加えて、為替レート等を注視しつつ、こ

れまでの円高等の影響の物価への反映に引き続き努める。

第五は、活力ある経済社会と安全で快適な国民生活の実現

を目指し、我が国経済社会の発展基盤の整備を図ることであ

る。

－　5　－
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このため、第四次全国総合開発計画の下に多極分散型の国

土づくりを進め、地域の野性を生かした地域経済の自立的発

展を促すとともに、国民が豊かな居住環境を享受できるよう

良留な国土・居住空間の形成等に努める。また、地価高騰に

対処するため緊急土地対策要綱の着実な実施等土地対策の効

果的かつ総合的な推進を図る。

さらに、将来の我が国産済社会の活力の源泉である創造的

技術開発を総合的に推進するとともに、創造的知識集約化等

による産業構造の高度化、高度情報化に向けての基盤整備を

進める。また、迦休二日制の普及等労働時間の痘縮を推進す

る0　また、各種規制の緩和等を通じ、民間活力の最大限の発

揮を図る。さらに、重要物資の安定供給の確保・を図る等我が

国経済活動の安全確保を図る。その際、資源・エネルギーに

ついては、中長期的な需給動向を踏まえ、安全性の確保、環

境保全に留意しつつ、石油の安定供給の砲保、第8次石炭政

策の推進、原子力その他の石油代替エネ‾ルギ二の開発・導入、

核燃料サイクルの事業化推進、省エネルギーの推進等のエネ

ルギー政策を着実に推進するとともに、・レアメタル等の鉱物

資源の安定供給の確保等を図る。また、海上輸送の安定的確

保に努める。農業については、生産性の向上を基本として供

給力の確保を図るとともに、林業、水産業の活性化を図る。

3　昭和63年度の経済見通し

上記のような経済運営の下において、昭和63年度の経済見

ー　6　－
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事

通しは、おおむね次のとおりである0なお、我が国経済は民

間活動がその琵体をなすものであること、また、掛こ国際環
Ｉｌ

境の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これら
1

の数字はある態度の幅をもって考えられるべきである。

（1）民間最終消費支出は、物価の家定等を基礎として拡大を

．続け、前年度比5・1パーセント程度の増加を示すものと見

込まれる。民間投資は、住宅投資が前年度比3・1パーセン

ト程度の増加を示し、また、設備投資は前年度比10・0パー

セント程度の増加となり、在庫投資は1凍4千億円翠度に

なるものと見込まれる。

政府支出は、前年度比2・2パーセント程度の増加（政府

の固定資本形成は前年度比0・8パーセント程度の増加）を

示すものと鬼込まれる。

鉱工業生疎は、前年度比7・6パーセント程度の伸びを示

すものと見込まれる。

また、就業者総数は、前年度比1・0パー・セント程度増加

するものと見込まれる0

（2）物価は、引き続き安定的に推移し、卸売物価は0・3パー

セント程度の上昇、消費者物価は1・3パーセント程度の上

昇となるものと見込まれる0

13）国際収受については、貿易収支、経常収支とも黒字幅は

かなり縮小し、それぞれ10兆8千億円程度、9兆6千億円

程度と．なるものと見込まれる0

（4）以上の．結果、昭和63年度の国民総生産は365兆2千億円

巧言
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程度となり、名目、実質成長率はそれぞれ4．8パーセント

程度、3・8パーセント程度になるものと見込まれる。

－　8　－

1．国　民　総　生1産

：）

主　要　経　済　指　標

6 1 年　 度

（実　 績）

62　年　 度

（実績見込み）

63　年　 度

（見通 し）

対前年度比増減率

62年度 63年度

Ｉ ・名目・兆円 名目・兆円程度 名目・兆円程度 ％程度 ％程度

民 間　 最　 終　 消　 費　 支　 出 19 3．1 20 1．2 211．5 4 ．2 5 ．1

民　　　 間‘　　 住　　　 宅 18．2 19 ．4 20．0 19 ．9 3 ．1

民　 間　 企　 業　 投　 僻 5 3．8 56．4 62．0 1 4．8 10 ．0

民　 間　 在 ’庫　 品　 増　 加 0 ．5 0 ．8 1．4 4 7．5 72 ．2

政　　 府　　 支 ｉ 山 5 5．7 58．9 60．2 5 ．7 2 ．2

最　 終　 消　 費　 支　 出 3 2．8 33．9 3°5．0 3．4 3 ．3

固　 定　 資　 本　 形　 成 2 2．4 24．9 25．1 11．3 0 ．8

輸 出 と 海 外 か らの 所 得 43 ．1 43．9 4 5．9 1．8 4 ．6

（控除）輸入と海外への所得 27．7 32．1 3 5．6 15 ．9 1 1．0

国　　 民　　 総　　 生　　 産 334．7 3 48．4 3 65．2 4 ．1 4 ．8

（同　 ・　 実　　　　 質） ・ － － － 3 ．7 3 ．8

1－

2．労　働・雇　烏

61 年 度

（実 ‘績）

6 2 年 度

（実績見込 み）

6 3 年 度

（見通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

6 2 年 度 6 3 年 度

総　　　　 ＿人　　　　 口

万人 万人程度 万人程度 ％程度 ％程度

1 2，16 1 1 2，22 0 1 2．2 8 0 0 ．5 0．5

15　 才　 以　 上　 人 ・口 9．6 2 0 9′7 5 0 9 ，8 7 5 ト4 1．3

労　 働　 力　 人 ．口 6，0 3 1 6 ，0 9 0 6．1 4 5 1．0 0．ｇ

就　 業　 者　 総　 数 5 ．8 6 0 5．9 2 0 5．9 8 0 1．0 1．0　 ‾

雇　 用　 者　 総　 数 4 ，3 8 2 4 ．4 4 5 4．5 1 0 1．4 1．5

－　9　－



3．生　産　活　動

6 2　 年　 度

（実 旗 見 込 み ）

6 3　 年　 度

（見 通 し）

鉱　 工　 業　 生 産　 指 数 ・増 減 率

％Ｉ呈度

6 ．6

％程 度

7 ．6

．農 林 漁 業 生 産 指 数 ・　 〝 △ 1．3 △ 0 ．2

国 内 貨 物 輸送 （トン ・キ 占）・　 〝 2 ．8 2．5

国 内 旅 客 輸 送 （人 ・キ ロ）・　 〝 2．6 2．7

4．物　　　価

6 2　 年　 度

（実 績 見 込 み ）

6 3　 年　 度

（見 通 し）

総 合 卸 売 物 価 指 数 ・騰 落 率

絡程 度

△ 1．7

％握度

0．3

消 賀 者 物 価 指 数 ・　 〝 0．7 1．3 ・

5．国ｌ　障　収　支

6 1 年 度

（実　 績）

62 年 度

（実績見込み）

63 年 度

（見通 し）∴・

対 前 年 度 比 増 減 率

62 年 度 63 年 度

経　　 常　　 収 ・ 支

兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％程度

15．1 11．5 9．6 －

貿　　 易　　 収　 支 16．2 1岳．9 10 ．8 － －

輸　　　　　 出 ．33．8 3 2．2 3 2．1 △　 4 ．7 △　 0 ．3

輸　　　　　 入 17．5 19．3 2 1．3 10．3 10 ．4

（備考）　上記の詰計数は、現在考えられる内外環境を前提とし、本文において表明されている経

済遷宮の下で想定された昭和63年度の鍾済の姿を示すものであり、我が国経済は民間活動

がその主体をなすものであること、また、特に国際環境の変化には予見し難い要素が多い

ことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。
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参　考　資　料

第1表　　実質国民総支出

対 前 年 度 比 増 減 率

62　年　 度

（実績見込み）

由　 年　 度

（見通し）

主

要‾

項

民 間 最 終 消 費支 出

％程度

3．6

％程度

3．8

民　　 間　　 住　　 宅 16．5 1．9

民　 間　 企　 業　 設 1備 7．1 9．8

政　　 府　　 支　　 出 3．5 1．7

目 ！
輸出と海外からの所得 －4．2 5．0

輸入 と海外 への所得 13．7 11．2

国．虎 総 支 出 （＝国民総生産） 3．．7 3．8

う‾　ち　 国　 内　 需　 要 5．1 4．8

第2表　　　　　　国　　民　　所　　得

61 年 度

（美　 顔 ）

62 年 度

（実績見 込み ）

63 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

62 年 度 63 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

一兆円 兆円程度 兆円程度 ％程度 ％‡呈度

18 3．2 19 1．3 20 1．3 4 ．4 5．2

財　　 産　　 所　　 得 25．9 23 ．8 23 ．5 ．△ 8 ．1 △ 1．2

企　　 業　　 所　　 得 55 ．8 60．5 63 ：4 8 ．5 4 ．7

合計 ： 国　 民　 所　 得 264．9 27 5．6 2 88．2 4．1 4 ．6

′ヽ



）

第3表　　国　際収支（ドルベース）

61 年 度 62 年 度 63 年 度

（実　 績） （実植見込み） （見通し）

経　　 常　　 収　　 支

臆ドル 億ドル程度 像ドル‡誠

94 1 820 720

貿　　 易　　 収　　 支 1．016 92 0 810

（備考）上記の数字軋　円ペースの計数を、一定の換算レートにより

機械的にドル換算したものである。
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